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不当な株主代表訴訟提起に対する損害賠償請求
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第二節 株主代表訴訟に関する判例

第四章 不当な株王代表訴訟提起に対する損害賠償請求

第一節 担保提供制度や株主権濫用との理論的関係
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はじめに

日本における株主代表訴訟においてヲ現在ヲ被告たる会社役員側の最も

有効な防御手段のーっとされているのがヲ担保提供串立てである O 担保提

供決定が下されると，大半の原告株主はラその時点で訴訟維持を諦めてい
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るからである1)。

ところで，提供が命じられる担保eti，そもそも不当訴訟に対する損

賠償請求の担保である O とするとラ担保提供が命じられた株主代表訴訟の

ではヲ役員側が逆に不当提訴として損害賠償を請求できる可能性があ

るヲ ということになる O

また，被告役員側のもう一つの防御手段としてラ株主権濫用の主張があ

る。これはヲ株主代表訴訟の提起自体が株主権の濫用であって許されない，

という抗弁である O この抗弁が認められて請求却下となれば，やはり同様

に，役員側が逆に不当提訴の損害賠償を請求できる可能性がある， という

ことになると思われる O

このよつな

代表訴訟の防櫛

儲からの不当提訴に対する損害賠償請求権ti，株主

として莫大な出費(争訟費用保険金の支払)を余儀無

くされる保険会社にとっては 9 保険代位による求償に繋がるものである O

そこで本稿ではラ不当な株主代表訴訟提起に対する損害賠積請求を考えて

みることとしたい。

まず最初にヲ担保提供制度( と株主権濫用(第一 を概観す

るO そして，不当提訴に対する損害賠償請求に関する一般的な考え方を踏

まえたうえで(盤コ ラ不当な株主代表訴訟提起に対する損害賠償請求を

検討する(第四 O 

株主代表訴訟における担保提供制度

1993年10月の商法改正(商法267条 4項)で株主代表訴訟の提起が従来よ

りは容易になり，株主代表訴訟の係属件数は著しく増加している 2)。

1)もちろん，原告株主が担保を提供したうえで，訴訟を継続しているものも

ある O 例えば，蛇の自ミシン工業A事件 (1993年 8月に東京地裁に提訴)で

は，担保提供決定が最高裁の抗告却下で確定したが(19号5年 8月O 決定額は

6000万円)，原告株主は担保を提供した。
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ところでヲ株主代表訴訟の濫訴に対する防止策として，商法は担保提供

申立て制度(商法267条 5項ヲ 6項ヲ 106条 2項)を用意している。ここに

きて，被告たる会社役員側は防御手段のーっとしてこの制度を積極的に利

用しつつあり，また，現実に一定の成果を会社役員側にもたらしているよ

うに見えるヘ

具体的にはラ例えば，東海銀行A事件や三井物産事件ではラ担保提供命

令に原告株主が従わなかったために，本案たる株主代表訴訟は却下となっ

ている。またヲ三愛事件では，担保提供決定がなされたためかヲ原告株主

が訴えを取り下げている 4)。さらにラ他の事件でもラ確定こそしていない

がラ担保提供の申立てを認める決定が多くなされているヘ

因みにヲ株主代表訴訟における担保提供申立て事件は〔表 1Jのとおり

であり，担保提供が認められた事件における担保提供額の

のとおりであるへ

は〔表 2J 

2)全留の株主代表訴訟の係罵件数は， 1992年12月日時点で件(地裁のみ)

fごったものが， 1993年12月31日時点では84f牛
年12月31日時点では145件(地裁133件ヲ高裁12件)ヲ

は174件(地裁158件，高裁16件)と急増している O

3)安易な担保提供申立てに対してはヲ次のような問題点が指捕されている O

第一はラ涼告株主の請求の全てに対して担保提供決定がなされなければ，訴

訟は終結しないという問題点である O 原告株主はヲ担保提供を命じられた請

求のみを断念すればよいからである(例えば，蛇の自ミシン工業B事件参

照)0 

第二はヲ担保提供申立て事件でヲ被告役員舗は初期の段階で多大な'情報開

示を行うことになるがラそれによって惜報不足に悩む涼告株主を大いに援助

することになってしまうという問題点である O

以上ラ飯田隆:揮口実「株主代表訴訟の最新事靖と将来展望」経済広報1996

年 1月号24頁参照。

4) 日本杭空事件ではヲ被告役員髄が抱保提供を申し立てていたが，その決着

がつかぬまま，原告が訴えの取下げを行って訴訟は終結した。

5)担保提供の申立てをしたものの却下されたのはヲ東海銀行A事件の名古屋

地裁決定(但しヲ名古屋高裁や最高裁では担保提供決定がなされた入伊予

銀行事件の松山地裁決定と高松高裁決定，サイボー事件の浦和地裁決定と東

京高裁決定である。

6)被告役員 1名・ I争点あたり 3~10百万円が担保提供決定額の実勢となり

つつある O
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株主ft表訴言去における誼保護鉄申立て事件

本案訴訟
担保提供申

申立て 決定 即時抗告 特別抗告

原告 終結年月 申立年月 決定年月 決定年月 決定年月
終結内容 裁判所 裁判所 決定内容

決定内容 決定内容 決定金額

申立額 決定金額 決定金額 担保提供

蛇の目 野口 93年 8月 93年10月 例年 7月 95年 2月 95年 6月
こンン 嶋田かよ 東京地裁 係属中 東京地裁 東京高裁 抗告却下
工業A 8801.意向 提供決定 一部変更 60百万

100百万 60百万7) 60百万8) 提供した9)

蛇の自 鈴木晃 93年 8月 93年10月 例年 7月 95年 7月 95年11月
ミンン 東京地裁 係属中 東京地裁 東京高裁 抗告却下

B 1520億円 提供決定 一部変更 110百万ll)

152百万 265百万7) 110百万10)

東海 93年10月 95年 7月 93年10月 94年 1月 部年 3月li別月
銀行A 名 却下判決 名 名古屋 抗告却下

地裁 .J1. 地裁 高裁

1501.意向 終結済 申立却下 提供決定 8百万

150百万 O問 8百万叫 f部主せず14)

東海 95年 2月 95年 9月
銀行B 名古屋 勝焼l司|名

地裁 8百万 高裁

係属中

94年11月

請求棄却
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7)東京地裁平成s年 7月22日決定判例時報1504号121月 O

8) 東京高裁平成 7 年 2 月 20 日決定金融・商事判1J~968号23頁0

9)最高裁平成 7年 6月14日決定別冊商事法務175号395頁。

10)東京高裁平成 7年 7月31日決定別冊商事法務175号405真。

11)最高裁平成?年11月16日決定商事法務1406号48頁。

12)名古屋地裁平成 8年 1月26日決定判例時報1492号139頁0

13)名古屋高裁平成 7年 3月8日決定判明時報1492号139頁。

14)最高裁平成 7年 6月15日決定別冊商事法務175号458頁。

15)名古屋地裁平成 7年 9月22日決定金融法務事情1437号47円。
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表 1 株主代表訴訟における損保護供串立て事件(つづき)

本案訴訟
担保提供申立事件

申立て 決定 l!P時抗告

事件名 原告 提訴年月 終結年月 申立年月 決定年月 決定年月

裁判所 終結内容 裁判所 裁判所

請求額 決定内容 決定内容

申立額 決定金額 決定金額

中部 中)11 徹 例年 4丹 2億円の 例年 6月 95年 2月 95年11月

電力 他24名 名古屋 請求部分 名古屋 名

地裁 のみ係属 地裁 高裁

62億円 中川 提供決定 一部変吏
148百万18) 70百万19)

中村屋 美斉津 94年 5月 例年 7月 95年 2丹

尚武 東京地裁 係属中 東京地裁 東京高裁

461.意円 提供決定 係属
15百万20)

日本 後藤氏夫 94年 5月 95年 8月 例年 7月レ/レ/航空 東京地裁 訴えの 東京地裁

115001.意 取下げ

こ今終結i斉

ニ井 野島弘光 例年 5月 95年 6月 94年 9月 94年11月 95年 l月

物産 東京地裁 却下判決 東京地裁

抗来14告1尽百棄両万却菰-22) 30{意円 ふ 提供決定

終結済 141百万21)

伊予 田 例年10月 94年11月 95年 3月 8月

銀行 健次郎 松山地裁 係属中 松山地裁

39億円 申立却下 まJL 官

o 24) 。24-2)

サイボ ニューピ 95年 2月 95年 4月 95年 8月 的年 2月

ス・ホン 浦和地裁 係属中 浦和地裁 東京高裁

コン・ 1) 841.意同 申立却下 抗告棄却

ミテッド 。25) 025-2) 

ミ不べ 高揚 95年 3月 95年 5月 95年 8月

ア 長野地裁 係罵中 長野地裁 東京高裁

佐久支部 佐久支部 提供決定 係属中

180f.意円 16百万26)

鈴木 95年日月 96年 1月

銀行 あきら 東京地裁 係属中 東京地裁

951意円

大和 西村一朗 95年11月 96if-4月

銀行A 亀田信男 大販地裁 係属中 大阪地裁

111.意ドル

16) 東京地裁平成 8年間月 12日決定別冊商事法務175号480真。

17) 東京高裁平成 6年12月26日決定別冊商事法務175号492月 O

特別抗告

決定年月

決定内容

決定金額

担保提供

ンペ
提供せず l

レペ
95年 4月|

却下決定

141百万|

提供せずm

/ 
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表 2 担保護操決定額の

事件名 裁判所 提洪決定額 算出根拠 イ藷 考

蛇の目
東京地裁 2名x2争点十 2名x1 

争点
ミンン 幽岨曲司ーーー司骨骨四品】世ー司亭 的百万円 10百万円x6名・争点 ー ー . 棒 胃 自 由 岨 】 司 圃 『 甲 骨 叩 惜 品 世 園 陸 直 国 司 圃 『 再 開 剖 出 曲 ー ー ー ーー時骨

工業A 東京高裁 2名x3争点

東京地裁 265百万円 10百万X14名 3百万×

13名 5 X8名十 8
虫色の呂

3 ~10百万円
x 1名

、ンン ーー ーー目 白】凶ーーー 『再 出世ーーー明朝 時 国圃" -

X41名・争点
10百万x1名 s 

、 東京高裁 110百万円 万X3名(高裁・最高裁
B 最高裁

では下線部分が却下，締
かけ部分が半額となる)

8百万円 I8吾万円x1名 |名古農地裁では担保提供

申立てが却下されている

8百万円 |8百万円x1名

33百万円 I3百万円X11名

名古屋地裁

中部

電力 名

中村屋 東京地裁

二井 東京地裁

物産

ミ不 長野地裁

ベア 佐久支部

名一

名

2
一名

7
×一

7

×
円
一
×

円
万
一
円

万
百
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万
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0
0

一A
V

4
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ウ

i

寸

g
ム

高裁では， 20百万の担保
が半額となり 4百万の
担保が却下された

名
一
名

一
司

i

q
u
一一A
q

×
一
×

円
一
円

万
一
万

百
一
百

戸
。
…
つ
d

円
一
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万
一
万

吉
一
百

に
d

一
1
1ム

マi
一
A
4
4

1
2よ

16百万円 I8百万円x2名

18)名古屋地裁平成 7年 2月28日決定判例時報1537号167頁。

19)名古産高裁平成 7年11月15日決定商事法務1406号48真。原告株主の62億円

の請求のうち， 60億円の請求部分についてのみ担保提供が認められた。原告

株主は担保を提供しなかったためヲ現在は 2億円の請求部分のみが本案で係

争されている O

20)東京高裁平成 7年 2月21日決定別冊商事法務175号555頁0

21)東京地裁平成品年11月30自決定別冊商事法務175号567頁0

22)東京高裁平成 7年 1月20日決定別冊商事法務175号577頁。

23)最高裁平成 7年 4月21日決定別冊商事法務175号583頁。

24)松山地裁平成 7年 3月27日決定商事法務1412号39頁。

24-2)高松高裁平成 7年 8月24日決定資料版商事法務143号143片 0

25)浦和地裁平成 7年 8月29日決定期冊商事法務175号624

25-2)東京高裁平成 8年 2月28日決定商事法務1417号47頁。

26)長野地裁佐久支部平成 7年 9月初日決定別冊商事法務175号643月 O
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第ニ節控{呆鑓供制痩

このようにラ担保提供決定自体による直接的な波及効果を狙ってヲ被告

役員側は担保提供を申し立てている O 即ち，原告株主側が担保を提供でき

ずに(あるいはラ担保を提供せずに)，代表訴訟が終結することを期待し

てラ担保提供の申立てがなされている O

ここで，参考までに担保提供制度を顧みると，この告制i日j度を利用した場合

の一般的な代表訴訟の流れは〔図 1Jのようになる 27)η)

即ち，涼告株主が株主代表訴訟を提起すると(商法267条 l 項~3 項)λラ

被告役員は担保提供を申立てることがでで、きる(商法267条 5項)入O そしてヲ

担保提供がなされるまでヲまたはラ担保提供申立てを却下する決定が確定

するまで，被告役員は応訴を拒める(民訴法117条ラ 109条)0 

器~ 1 韓主代表訴訟における担保提犠

原告株主が株主代表訴訟を提起

(商法267条 l項-3項)

被告役員が担保提供を申立て(→被告は応訴を拒める)

(商法267条5項，民訴法117条， 109条)

ず
一
気
船

J
}
一

円

i
A
A

供
一
お

1

捷
一
誠

を
一
民

間

(

臼
木
「

d
aぺ
t
a

一
担一，刀…告…原一原告が担保を提供

(民訴法117条，

112条)

被告が応訴し，代表訴訟の判決手続が進行

|代表訴訟の請求認容判決II代表訴訟の請求棄却判決I I代表訴訟の却下判決|

27) 担保提供の申立ては提訴直後に行う必要ないが(民訴法117条では同108条

が準用されていない)，提訴産後になされることが多いので，そのように想

定して〔図 1Jを作成しである。
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この担保提供申立てに対しては，却下決定または提供決定(商法267条 5

項)が下される O いずれにしてもヲこの決定を争う場合は即時抗告となる

(民訴法117条，条，条以下)。

却下決定が確定するとヲ本案訴訟について被告が応訴し判決手続が進

千子していくことになる O

他方，担保提供決定が確定するといつことは，原告株主の悪意が政明さ

れたことになる(商法267条 S項， 106条 2項)。原告には一定期間内に28)

一定額の担保を提供する義務が発生するが(民訴法117条ラ 110条 I項)ラこ

れに従わないと代表訴訟が却下となる(民訴法117条， 114条)29)。原告が担

保を提供すると(民訴法117条ヲ 112条)ヲ本案訴訟について被告が応訴し，

判決手続が進行していくことになる O

九被告役員はヲ原告株主が供託した金銭(または有価証券)ーとに質権

と同ーの権利を持つことになる(民訴法113条)問。

ところでラそもそもヲこの担保提供制度は，株主による権利濫用や会社

荒らしを防止する話的で設けられたものである 31)。そしてヲ直接的にはヲこ

の決定によって提供される担保は 9 代表訴訟提起によって生じた損害につ

いてラ被告役員が不法行為に基づく損害賠償請求を行う際の，支払確保の

ためのものと解されている 32)。となると，少なくとも担保提供が決定された

28) r一定期間J とは，裁判所の自由裁量によるが r通常， 14日位である」とさ

れている。新谷勝「株主代表訴訟と担保提供制度」銀行法務21号(1995) 7真。

29)東海銀行A事件や三井物産事件は，このよっにして代表訴訟が終結してい

0 0 

但し，担保不提供によって却下となっても，再訴は可龍であり，原告株主

が再び不当訴訟を提起する倶れは依然として残る O

また，複数の請求原因のうちの一部について担保提供決定がなされた場合

は，涼告株主は担保提供をせずに，担保提供決定が認められなかった語求原

因についてのみ，本案訴訟を継続していけばよいことになる(中部電力

{牛・前掲注目参照、)。

30)原告株主の供託物払戻請求権に対する債権質と考えられている。被告役員

は，債権に対する担保権実行手続をもって，この供託物を手中に収めること

ができる(民事執行法193条)。
31)竹内昭夫「株主代表訴訟J Ií会社j去の理論~ (1990) 245-246頁。
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事件ではヲ原告株主の被告役員に対する f悪意、」が疎明されたことになる

ので，被告役員側としては，逆にヲ原告株主に対してラ不当提訴を原因と

する損害賠償請求訴訟を提起できる可能性があることになる。

担保提供の申立てに「悪意の疎明」が要件とされているのも，こうした制

度目的からきておりラ次節では「悪意」の内容について検討することとする O

韓主代表訴訟の損保提供制痩 る「悪意J

株主代表訴訟における担保提供制度はラ商法106条 2項を準用している

(商法267条 6項)。商法106条 2項はヲ合名会社における合併無効の訴えに

おいてヲ被告たる会社側が担保提供を申し立てるに捺して(商法106条 1

項。株式会社については商法416条 1項で106条 l項を準罵入訴訟提起が「悪

意ニ出テヲルモノナルコト」を疎明すべきことを規定している O

この商法106条 2項の担保提供制度における悪意の疎明の要件はヲ株主総

会決議取治の訴え等にも準用されている 3へそしてラ従来9 商法106条の担

保提供制度における「悪意」の意義についてはラ主としてヲ決議訴訟にお

ける担保要件として論じられヲいわゆる「害意説」が判例@多数説であ

る判。「害意」とは9 提訴の目的が不当に会社の利益を害したりラ会社を困

惑させたりすることにあることである O

32)蛇の目ミシン工業B事件東京地裁決定命前掲注7参照。

また，学説としてはIr新版注釈会社法9.，ll (1987) 372支〔北沢正啓L竹内昭

夫「株主代表訴訟の活用とj監用防止」商事法務1329号 (1993)36頁を参照。

33)株主総会決議取泊の訴え(商法249条2項入株主総会決議不存在・無効確認の

訴え(商法252条→24号条 2項)，新株発行無効の訴え(商法280条の16→商法249

条2項)，資本減少無効の訴え(商法380条3填)で準用されている。尚ヲ合併無効

の訴えにおける担保提供制度(商法106条l項ヲ 416条 l項)ではヲ債権者からの

提訴に対してのみ，担保提供申立てができることになっている O

34)東京高裁昭和51年 8月2日決定判例時報833号108頁(泰正自動車事件)参照。

丸東京地裁平成 5年 3月24日決定判例時報1473号135頁(東京瓦斯事件)やヲ

仙台地裁平成3年12月16日決定判例時報1433号136頁(七十七銀行事件)や，東

京地裁昭和62年11月27日決定判例時報1268号137頁(三越事件)やラ東京地裁昭

和53年 7月14日決定判例時報913号112頁(山崎製パン事件)も，原告株主に

意が認められる事案であり，担保提供が命じられた。
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ところで，最近ヲ株主代表訴訟でもこの担保提供制度が活用されるにい

たったが，他の会社訴訟の担保提供制度とは異なり，害意のみならずヲ

純悪意も「悪意」の要件に該当するものとして取り扱う悪意説が多数説で

ある 35)。

担保提供事件が蓄積していく中で，判例も悪意説を採用しつつあるが9

本説ではその判到の流れを追うことにする(但し，他の会社訴訟における

担保提供事件とはラなぜ「悪意」の捉え方が異なるのかについては，ここ

では立ち入らない36))。

まずはヲ株主代表訴訟の担保提供申立て事件の初の決定となった東海銀

行A事件・名古屋地裁決定を概観し，そして，その後の担保提供決定の指

導的役割を担うこととなる蛇の自ミシン工業A/B事件・東京地裁決定を

見ていくこととする O

a 名古屋地裁決定 (1994年 1月)

株主代表訴訟の 立て事件に関する初めての裁判所の判断が，

この東海銀行A事件における名古屋地裁決定であった。原告株主が特殊な

35) 0"新版注釈会社法む (1987)372頁〔北沢〕参照。

36)株主代表訴訟と飽の会社訴訟とて二同じ担保提供制度の「悪意」の意味内

容が異なることについては，小塚荘一部「東海銀行代表訴訟の担保提供申

事件」ジュリスト 1074号 (1995)139頁を参照。

九後述のようにヲ蛇の目基準では，悪意の場合も(不当訴訟の類型)， 

意の場合も(不法不当な提訴日的の類型)，担保提供申立ての要件である「悪

意Jに該当するとしており，一見すると他の会社訴訟(害意が要件とされて

いる)よりも担保提供が認められ易いように見受けられる。しかしながら，

他の会社訴訟では害意が認められることも多いのに対し(前掲注34参照)， 

株主代表訴訟では寄意はほとんど認められていない(後掲注43参照)。とす

ると，同じ害意でも，他の会社訴訟の害意と株主代表訴訟の害意とはやや判

例のニュアンスは異なるようである(前者の方が広い。後者の方が狭いのはヲ

株主代表訴訟が本来的に株主全員を代表する「代表訴訟性」を有しているこ

との所以か)。

したがってヲ株主代表訴訟における「悪意J には，害意のみならず単純悪

意も包含するされているものの，害意の内容自体が他の会社訴訟より狭いた

め，株主代表訴訟と他の会社訴訟とで，いずれの「悪意」の要件の方が対象

範囲が広いとは，一概には言えないと思われる O
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株主であるにもかかわらず，結論としてはヲ被告役員側の担保提供申立て

を認めなかったため，この決定は実業界に大きな衝撃を与えた。

決定理由は以下のとおりである O 即ちラ商法267条 6項の準用する106条

2項所定の「悪意J に該当するにはヲ次の二つの要件を充足することが必

要である O 一つめはヲ被告役員が会社に対して「負うべき責任のないこと

を知りながらJ提訴したことである O 二つめはヲ「専ら申立入(=被告役員)

を害する企図をもって提起した訴えであること J である 37)。

そしてヲ当該事件では 9 確かに原告株主は r株主としての権利行使に穏

を欠く顕が多分にあったことは優に推認するに難くはないが」ラ上記 2要

件が疎明されたとは言えないとしてラ担保提供申立てを

2 .蛇の自ミシン工業A/ 事件@東京地裁決定(

したので、ある O

7月)

東海銀行A事件@名古屋地裁決定から半年後にヲ二つの蛇の自ミシン

(A事件と B事件)の担保提供申立てについてラ東京地裁が向日に

担保提供決定を下した。当然のことながらヲ東海銀行事件で萎縮していた

実業界には朗報となった。

この決定ではヲ株主代表訴訟における担保提供制度の性格を詳細に分析

したうえでラ r悪意、」の認定方法に一定の基準を導入している O そしてラこ

の判断基準はラ「虫色の自基準」として，その後の決定でも踏襲されていくこ

とになる 38)。以下では，簡単にこの基準を振り返りヲそしてラ実際の蛇の自

ミンン でどう適用されたかをヲ高裁決定ととも ていくことに

37) この判決の考え方は，一方で，決議訴訟における担保要件についての

説の流れを汲むものであると理解されている O 小林秀之=原強『株主代表訴

訟JJ (1996) 42頁， 48頁参照。

他方で¥不当提訴に対する損害賠償請求の要件と関連づけて，この判決を

理解する学説もある。伊藤異「株主代表訴訟の訴訟法上の問題点について」

『株主代表訴訟の現状と課題JJ (1的5) 見近藤光男「代表訴訟

における担保提供命令と悪意の意義」ジュリスト平成 G年度重要判例解説

(1995)的支参照。

38)三愛事件の東京地裁平成 G年月12日決定@前掲在日と東京高裁平成 6年

12月26日決定。前掲注17ラ蛇の目ミシン工業A事件の東京高裁平成 7年2月
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する O

まず，判決理由ではラ「蛇の自基準」についての基本的な考え方が表明さ

れている O 即ちヲ「悪意Jの解釈にあたっては次の 3要素を念頭に置くべき

であるとする o 3要素と ti，I悪意Jという文言，株主代表訴訟と担保提供

制度の趣旨ラ 手続上の常Ij約，等である O

そして，担保提供制度の趣旨(代表訴訟の濫用を抑制し役員を不当な

提訴から保護する)を活かすとともにヲ代表訴訟(株主の監督是正権の発

動)が不当な制限をうけることなくその機能を発揮するように，バランス

のとれた考え方が必要だとする O

こうした考え方を基本におきつつ，具体的な「悪意」の解釈としては，

二つのアプローチを採り(下記 α とβ)，どちらからでも「悪意Jを認定す

ることができるとする問。

α@ 担保呂的からのアプローチ〔不当訴訟の類型〕叫)

提供される担保の自的はラ不当訴訟に基づく損害賠償請求権の招保であ

ることをベースにしてラ「悪意」の内容を捉えるアプローチである O 即ちヲ

以下のイ~ハの を認識しつつ41)あえて訴えを提起したものと認めら

初日決定@前掲注 8，中村展事件の東京地裁平成 7年 2月21B決定@前掲注

20，中部電力事件の名古居地裁平成 7年 2月28日決定・前掲註18，東海銀行

A事件の名吉崖高裁平成 7年 3月8日決定・前掲注目今伊予銀行事件の松山

地裁平成?年 3月27日決定@前掲注24ヲ蛇の目ミシン工業B事件の東京高裁

平成 7年 7月31自決定@前掲注10を参黙。乱高橋宏志教授は，裁判所が担

保提供命令を果敢に発するにはヲ「悪意J の解釈が安定すること，担保額に

ついて実務上の一応の基準が確立することが必要だ、と以前に指摘しておら

れるがヲ今日では両者が充足されつつあると言えよう。高橋宏志「会社訴訟

における担保提供の意義」商事法務1078号 (1986) 14頁参照。

39)竹内教授は同様の見解を以前に示しておられる。却ち rここにいう『悪意』

というのは，被告取締役が会社に対し責任を負うべき理由がなことを知りな

がら，またはいやがらせのために訴えているということを意味すると解され

る。」竹内・前掲注31， 248頁参照、0

40)客観的基準とも呼ばれる O
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れるとき」はヲ「悪意」と認定できるとする 4へ
イラ「請求原因の重要な部分に主張自体失当の点があり，主張を大幅に補

充あるいは変更しない限り，請求が認容される可能性がない場合J (主

張自体が失当である場合)

ロヲ「請求原因事実の立証の見込みが低い，と予測すべき顕著な事由があ

る場合J

ハヲ「被告の抗弁が成立して請求が棄却される蓋然性が高い場合J，等

認定方法としては，涼別としてヲ個々の請求ごとに「悪意J の有無を判

断する o {8し，総合的に判断する場合もあっ得るヲとする O

学説では多数説であるが，判例として拡「蛇の目基準J で初めて導入され

た考え方である(前述の東識銀行A事件 e名古屋地裁決定も碍様に解する説

があることは，前掲注37参照)。

尚，株主代表訴訟の担保提供都度における悪意についてはヲ r不当訴訟の判

断枠組の中で、考えるべきであるJとしてラむしろ，この担保昌的からのアプ

口ーチを採るべきだとする学説もある O この考え方に従えば9 後;述のγ制度

目的からのアブローチJ は不要で、ラ「制度目的からのアブヮーチj が該当す

るような事例に対しては，株主権濫用で対抗すればよいということになる。

伊藤@前掲注37) 156頁参照。同旨，小林ェ原@前掲注37) 四~O

41) r事'情を認識しつつJ とはヲ蛇の自ミシン工業/呂事件の東京地裁決定

ではラ過失も含むとされた(東京地裁平成 8年 7月22日決定@前掲注07参照、)。

またヲ三愛事件(東京地裁平成 8年10月12日決定。前掲控除

G年12月26日決定 e前掲注17参照)やラ中部電力事件(名

2月28日決定@前掲注18参照)や，東海銀行A事件の高裁決定(名

平成 7年 3月8B決定・前掲注13参照)や，東海銀行B事件の地裁決定(名

古屋地裁平成 7年 2月22日決定@前掲在日参照)でも関様である O

ところがラ蛇の自ミシン工業A事件の東京高裁決定ではラ故意のみを指し，

過失は含まないとされた(東京高裁平成 7年 2月20日決定 a前掲注08参照)。

しかし過失は含まないとしてもヲ実際上の違いをきたすものではなくう

かえって商法106条 2項の「悪意」の文言に忠実で、ある東京高裁決定の方がヲ

「あるべき方向性を示しているように思われる」との見解もあり(小林ニ

原・前掲注37) 76~77頁入この考え方に同調したい。
尚，不当提訴に対する損害賠償請求では，当然に過失も含まれることにな

る(後述第三章第一節参照)。

42)不法不当な提訴目的(後述の βのアブローチ)ではないもののラ株主代表

訴訟の本来の制度呂的とは異なる呂的をもって提訴がなされた場合にヲどう

対処すべきかについては議論の分かれるところである O
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β@ 告!J度目的からのアプ口ーチ〔不法不当な提訴自的の類型)持)

担保提供制度の 自的は，会社荒らしに対処することであることを

ベースにして叫ヲ「懇意」の内容を捉えるアプローチである O 長日ち r提訴者

が代表訴訟を手段として不法不当な利益を得る自的を有する場合J や，会

中部電力事件で;ふ原告株主は代表訴訟提起を原発建設反対運動の一環と

位置づけている O これはヲ必ずしも不法不当な提訴呂的とは断定できないが，

少なくとも株主代表訴訟の本来の制度自的ではない。

名古屋地裁決定では r形式的には不当訴訟とはいえないような外観を呈し

ていたとしても」ヲ即ち r訴訟の内容が事実的，法律的根拠を欠いて不当で

あるとはいえないと一応認められる場合であっても」ラ「原告株主が専らある

いは主として鏑人的な主義主張ヲ政治的ヲ社会的目的等を達成することを企

図して訴訟提起に至ったと認められ，主張された事実的，法律的根拠の有無

に関する程度内容などとの相関関係において全体的に考察して…なお不

訴訟であると判断できるとき…担保を提供すべきことを命ずべきである」と

した。そして， 2信、円の支出に関する請求について，この論理をもって担保

提供を命じた(名吉産地裁平成 7年 2月28B決定@前掲注18参照)。
ところがラ名古屋高裁決定では r訴訟の追行過程において，専ら，個人的

利益を追及 (77) したりヲ個人的な主義主張，政治的 a社会的目的等を達

成することのみに拘泥い株主代表訴訟制度の目的を逸脱ないし濫用するよ

うな事態に及んだ場合には，その段階で…担保提供を命ずることもできる」

とのー殻論を述ベヲ 21意円の支出に関する請求についての担保提供申立てを

却下した(名古屋高裁平成 7年11月15日決定@前掲注持参照)。この高裁決

定はヲ担保話的からのアブローチ (α) というよりは，制度目的からのアブ

ローチ (β) と言えよう。かつラ担保提供制度の制度自的をヲ会社荒らしに

対処するためと狭く限定せず r全株主の利益を適切に代表し得ない者を排

除しようとすることを呂的とするものJと広く解している。これは，株主代

表訴訟の濫訴を「代表の適切性」の要件によって妨止することを提言する

説に沿った決定内容と言えよう。

43)主観的基準とも呼ばれる O 株主代表訴訟以外の担保提供制度における

は，この「寄意」の意味と解されている(前掲住34参照)。

九この類型に該当するものとして担保提供を命じられた事例は見当たら

ない。 但し，中部電力事件の名古屋地裁決定や名古屋高裁決定は，この類型

に該当すると解する余地がない訳ではない(特に，古和浦漁協への 2億円支

出の争点に関して担保提供を認めた名古屋地裁決定について，制度目的から

のアブローチが認められたと解する学説もある)。

44)担保提供制度の制度目的を「代表の適切性」を欠く者の排除であると広く

解する考え方もある O 前掲注42参照。
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社や取締役等に対していやがらせを行う自的を存する場合には，担保提供

を命じ得るとする(訴権濫用として不適法となるか否かとは別問題であ

る)。

認定方法としてはヲ原則としてヲ訴訟全体について「悪意」の有無を判

断する O

以上の判断基準を述べたうえで，蛇の目ミシン工業A事件についてはヲ

次のように判断した。まずヲ制度目的からのアブローチでは，本件では「悪

意」は認定できないとした。

他方，担保呂的からのアプローチでは 9 個々の ごとに判断を千子った

結果ラ東京地裁決定では次の 2点のみについて γ悪意J

① 問題となっている保証引受と抵当権設定の行為の

取締役に未就任であった。就任後の不作為を

された45)

被告役員は

を主張す

ることは， γ立証の見込みが低いものと予測せざるを得ない」ものとし

て，涼則的に原告の悪意が推認されるとした制。

② 子会社の債務引受や担保提供によって 9

保債権額相当の損害が生じるとの主張はラ

求が認容される見込みは「著しく低いJo このような

つあえて訴え提起をしたものとしてラ原則的に

よい場合でで、あると考えられる J 4刊7η)

引受額や被担

ない限りラ

を認識しつ

を推認して

そしてラ蛇の自ミシン工業B事件についてはラ次のよつに判断したO まずヲ

制度目的からのアプローチではヲ本件では「悪意」は認定できないとした。

他方ラ担保目的からのアプローチではラ個々の議求ごとに判断を行った

結果ラ東京地裁決定では次の 3点のみについて「悪意J が認定された。

45)東京高裁では，上記Jの理由に基づく担保提供決定が取り消され(後掲注

47参照)，代わってヲ次の理由による担保提供が認められた。即ち，担保不

動産の売却金を被担保債務の弁済に充当することによって会社に損害が生

じたとは認められず，そのことを知りながら訴えを提起したとして，担保提

供を命じた。東京高裁平成 7年 2月初日決定・前掲往08参照。

46)東京高裁決定も同旨。
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① 子会社の債務引受や詑保提供によって，親会社にイ責務引受額や被担

保債権額相当の損害が生じるとの主張は，特段の事』清がない痕ワ，請

求が認容される見込みは「著しく低いJo このよっな「事情を認識しつ

つあえて訴え提起をしたものとしてラ原則的に原告の悪意を推認して

よい場合であると考えられる j 拍)。

② 特定の融資については，株式担保を取得しておりヲその担保の実行

で債権全額が毘lsU斉であり，かつ，その事実を代表訴訟提起以前に原

告に通知済であるので，請求認容の「見込みが極めて薄いことを認識

しながらあえて提訴したものとして，原告の悪意を認定することが可

能である J 49)。

③ 「右被告の責任涼因についての主張を全くしていない。このような

請求はラそれが成り立ち有るかどうかも論ずる余地がないものである

からヲ請求が認容される見込みがないことを認識しつつあえて訴え提

起をしたものとしてヲ悪意があるものと認めるべきである J 50)0 

以上にみてきたように，株主代表訴訟における担保提供申立事件は10例

を超えヲ要件とされる「悪意、J の内容については， γ蛇の目基準J (担保目

的からのアブローチと制度目的からのアプ口ーチ)を判断基準に用いるこ

とは，ほほ定着しつつあると言えよう O そして，担保目的からのアブロー

47)東京高裁では，この原決定が取り消された。郎ち r子会社に損害が生じた

場合，同社の株式の価値は，特段の事情がない限り，右損害額と同額だけ下

落し，同社の株式の全部を所有する親会社に同額の損害が生じたと考えるこ

とができる(最高裁平成 5年 9月9日判決)J として，担保提供を命じた原

決定は棺当でないとした。

48)東京高裁決定では，原決定を取り消した。即ち，光進は破綻しているから，

子会社(蛇の目不動産)が債務を負担することになる O そして， r100%子会

社に損失が生じた場合，特段の事情がない限り，それは親会社にとって損失

となる」として，担保提供命令を取り消した。東京高裁平成 7年 7月31日決

定・前掲10参照。

49)東京高裁決定も同旨。

50)東京高裁決定では，原決定を取り消した。即ち r責任原因に関する主張の

補正がされた」として，担保提供申立てを却下した。
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チは，決議訴訟等の他の担保提供制度における「悪意J51)の内容とは異なる

ものであるが，株主代表訴訟で担保提供決定がなされたものの全てがこの

アプローチであることに鑑みると，その当否はともかしこのアプローチ

は確立したと言ってよいであろう。

第二章株主権の濫用

本章では，担保提供申立てとは別の被告役員側の対抗手段であるヲ株主

権濫用の抗弁について検討する O この抗弁が認容されることになると，悪

意の代表訴訟提起に対して，被告役員側からの損害賠償請求が考えられる

からである O

第一節株主権濫舟を主張した事官IJ

株主代表訴訟で株主権濫用の抗弁を行ったもののっち 9 著名なのは三井

鉱山事件，片倉工業事件，東京都観光汽船事件，長崎銀行事件の 4つであ

るO 前 3者てやは株主権濫用の抗弁は認められず9

れた。以下予 JI院に 4事件を概観する O

仁正井鉱

本件はラ三井セメントの吸収合併計画に反対する

では抗弁が認めら

らの株式買取

要求に感じてヲ被告役員が三井三池開発(三井鉱山の完全子会社)に高値

が買い取らせたがヲこの行為は商法210条(自己株式取得@質受けの禁止)

に反する違法行為でありラこの行為によって子会社に損害を与え，ひいて

は親会社たる三井鉱山に損害を与えたとして，株王が代表訴訟を起こした

もので、ある O

被告役員側は本案前の抗弁として，株主権濫用の主張を行った。却ちラ

原告株主の提訴の意図はヲいわゆる売名行為でありラ明らかに代表訴訟の

本来の目的をはなはだしく逸脱したものであって，株主権の濫用にあたる

51)商法106条 2項，前掲注33参照。
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と主張した。

しかしながらヲ地裁問 e高裁問@最高裁判ともに，株主権濫用にはあたら

ないと判断した。

まずヲ地裁ではラ「原告が売名を目的として本訴を提起した疑いは残るも

ののヲなおこれを確信するまでには至らずヲ結局この点については証明が

不十分で、あるといわざるを得ない。したがって，被告らの株主権濫用の

張は採用することができないoJと述ベラ売名目的たることに確信が持てな

いことを理出とした。

他方ヲ高裁ではラ売名目的のみで直ちに代表訴訟が権利濫用にあたる訳

ではなく r当該代表訴訟の提起が徒らに会社ないしその取締役を'1将喝し

惑させることに重点を置いたものであって9 結局それによって会社から金

銭を喝取するなど不当な個人的利益を獲得する意閣に基づくものであると

か，当該代表訴訟によって追及しようとする取締役の違法事由が軽微又は

ものであるとともに，その違法行為によって会社に生じ

た損害も甚だ少額であってラ今更その取締役の責任を追及するほどの合理

性ラ必要牲に乏しし結局会社ないし取締役に対する不当な嫌がらせを

眼としたものであるなどの特段の事情がある場合に限りラこれを株主権の

濫用として排斥すれば足りるものと解するのが相当である oJと述ベヲ本件

ではこのような「特段の事情」は存在しないことを

裁も同旨と思われる)。

としている(最高

本件はラ仕手筋の株式寅集めに対抗するためヲ企業防衛としてヲ被告役

が会社に自己株式を取得させたことに対して，株主が代表訴訟が提起し

たものである O 被告役員側は本案前の抗弁としてラ株王権濫用の主張を行

った。郎ち，原告株主の提訴の意図は，被告役員や片倉工業を困惑させ，

52)東京地裁昭和61年 5月29日判決判例時報1194号33頁。

53)東京高裁平成元年 7月3日判決金融・商事判11U826号 3頁。

54)最高裁平成 5年 9月9司判決民集47巻 7号4814号判例時報1474号17頁。
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原告株主の有する株式を高値で買い取らせて個人的経済利益を得ょうとし

たものであり，株主権の濫用にあたると主張した。しかしながら，地裁55)• 

高裁問ともに，株主権濫用にはあたらないと判断した。即ち r本訴のよう

な代表訴訟の提起もラそれが株主たる地位に藷口して不当な個人的利益を

追求するなど，株主たる地位を濫用してなされるときはヲ株主権の濫用と

して許されないといつべきである O しかしラ…株王が会社の権利の実現と

並んでそれ以外の何らかの個人的動機ないし意図を存しているとしてもヲ

それだけの理由で藍ちにこれを権利の濫用に当たるというべきではない。

…~該訴訟の提起がヲ専ら株主たる地位と離れた不当な個人的利益を獲得

する目的に基づくとかヲ専ら会社ないし取締役に対する嫌がらせのために

出たものであるなどのように，代表訴訟制度を利用して専ら他の不当な目

的を達成しようとする場合に限って，株主権の濫用としてこれを排斥する

のが相当である O

これを本件についてみるに 9 一・原告が本件訴訟提起当時においてラその

る片倉工業の株式を同社に高値で買い取らせる意留を有し暗にこれ

を要求していたのではないかとの疑いも無いわけではないがヲ しかしラ

原告は…確実な証惑類等を得たうえでラ本件訴訟を提起したものであるこ

となどの事情を併せ考えればラ結局ラ原告が…その有する片倉工業の株式

を同社に高値で買い取らせようとしてヲ専ら片倉工業の取締役らを困惑さ

せる目的のみでヲ本件訴訟を提起したものと認めることはできないという

べきであるoJ と地裁判決理由は述ベヲ控訴審も支持している O

本件はラ被告役員が倒産産前の訴外会社(東京都観光汽船と資本関係は

ないがヲ対外的にはグループ企業と見られていた)に融資や債務保証を行

いヲそのため東京都観光汽船に損失を与えたとして，大口株主が代表訴訟

を提起したものである O

55)東京地裁平成3年 4月18日判決判例時報l395号144
56)東京高裁平成6年 8月29日判決資料版商事法務126号150頁。
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被告役員側は本案前の抗弁として，株主権法用の主張を行った。郎ち，

原告は東京都観光汽船に第三者割当増資を求める交渉材料として代表訴訟

を提起したものであっラ株主権の濫用にあたると主張した。

しかしながら，裁判所はこの抗弁を認めなかった57)。即ち r株主が，も

つばら，会社や取締役から金銭的利益を得るためであるとか，会社との個

人的な紛争を有利に解決するためであるといった不当な個人的利益を追求

する手段として代表訴訟を提起したょっな場合には，株王権の濫用として，

訴えを却下することができると解するのが相当である O …しかし，株主で

ある涼告がその判断に基づき，観光汽船に対して第三者割当増資の実施を

求めること自体は 9 その行為の態様が社会的に相当なものである限り，

法，不当なことではないからラ右認定の事実をもって本訴がもっぱら原告

の不当な個人的利益を追求する手段として提起されたとまでいうことはで

き」ないとした。

本件はヲ被告役員が長崎銀行から訴外会社に不当融資をさせ，そのため

長崎銀行に損失を与えたとしてヲ株主が代表訴訟を提起したものである O

被告役員側は本案前の抗弁として，株主権濫用の主張を行った。即ち，

原告株主の提訴の意留はヲ被告役員や長崎銀行を悶惑させ，長崎銀行の有

する担保物件を自分で任意処分して個人的経済利益を得ょうとしたもので

あり，株主権の濫用にあたると主張した。

そしてヲ裁判所も株主権濫用にはあたると判断し，請求を却下した問。即

ち r原告による本件訴訟の提起は，会社利益の犠牲ないしは侵害のもの

に，株主たる資格とは関係のない純然たる個人的な利益を追求する取引き

手段としてなされているもので，株主の権利を濫用するものといわざるを

得ない。そして，かかる場合には，訴権の濫用として訴え自体を却下する

57)東京地裁平成 7年10月26日判決判例時報1549号125頁0

58)長崎地裁平成 3年 2月19日判決判例時報1393号138真。
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べきものと解する oJ とした。

第ニ範 株主権j監舟の拭弁が認められる基準

権利行使の形態をとる行為が権利の濫用(民法 l条 3項)として違法性

を帯びるのは，権利行使が被害者の認容すべきものと社会観念上一般に認

められる程度を越える場合だとするのが判例である問。そしてヲ権利濫用の

成立要件としては，主観的要件(権利者の加害意思や加害目的)と客観的

要件(両当事者の利益衡量)の両方が必要だとされている刷。この判断基準

は株主権濫用の抗弁でも同様で、あって円原告の悪性と原告主張内容の妥

当性の欠如の両者が必要だと思われる 62)。

59)大審院大正8年 3月3日判決民録25巻356真(信玄公旗掛松事件)，最高裁

昭和47年 6月27B判決民集26巻 5号1067真を参照。九相殺や担保権行使を

権利濫用とした大阪地裁平成 6年10月25B判決判例時報1529号95頁も重要

である O

60)宇奈月温泉事件(大審院昭和10年10月5日民集14巻1965頁)では I専ラ不

当ナノレ利益ノ摺取ヲ自的ト」する主観的要件じ軽微な権利侵害に比して伎

害除去に莫大な費用を要するという客観的要件も満たしている。最高裁昭和

47年 6月27日判決・前注59も参照o

f札西宮教授は，権利濫用の一般的な判断基準は，主観的容態と客観的利

益衡量の両面の総合的な考察だとされている O 四宮和夫『民法総則Jl (第 4

版。 1986)31頁参照。

61)株主代表訴訟提起権は社員権のうちの共益権の一種とされているが，株主

は，共益権であっても自己の利益のために行使することができるとするのが

通説である(大隅健一部『会社法の諸問題Jl (新版。 1973)151頁)0 しかし，

共益権の行使は，会社という団体全体に効果が及ぶものであるため，自ずか

ら権利行使に制限が存在する(鈴木竹雄『会社法Jl (第 4版。 1993)82頁)。
したがって，共益権行使について株主権援用を主張するには I株主たるこ

とと関係ない利益のために株主の権利が行使されヲこれにより会社の利益が

侵害されることが必要」であるとされている(近藤光男「株主の権利濫用J

法学教室115号87頁L
62)同旨，中島弘雅「株主代表訴訟の提起と不法行為」ジュリスト 1039号(1994)

130真。
63)伊藤教授は，原告株主が「会社および他の株主のために誠実に訴訟追行を行

おうとする者であるかラそれとも，訴訟係属を利用して自己の利益を実現し

ようとする者あるかが重要となろう Jと述べている O伊藤・前掲注37)156頁。
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まず第一に，原告の主観的容態が問題となる 6へ株主代表訴訟では，株主

たる地位を離れて不当な個人的利益を追求したり，専ら会社や役員を菌惑

させたりする目的であるか否かである。一般に，株主代表訴訟の提起や勝

訴によって原告株主は蓋接的には利益を得ることは全くないので，権利濫

用の成立要件たる主観的要件は認定されにくいと言えよう。

三井鉱山事件

の悪性について

@上告審)で抗弁が認められなかったのは，原告

を持てなかったことに大きな原因があろう判。

また，東京都観光汽船事件では，第三者割当増資を求めること自体はラそ

の態様が社会的に

他方，

取要求やヲ

えよう O

そして第二にヲ

内容の妥当性を

ついてヲ

を上七較衡量しラ

なものである限民違法 a 不当ではないとされた。

では，原告の悪性(保有株式の高植寅

よる利益獲得目的)は立証されていると

主観的容態のみで判断することなし涼告の

うえでラ株主権濫用の抗弁を認めるべきか否かに

を行う。即ち，原告株主の利益と被告役員の利益

の損なわれる利益が圧倒的に大きくなければ，株主権

濫用の抗弁は認められない。なぜならラ株主代表訴訟では，原告株主の利

益とは会社という団体全体の利益のことであるので，代表訴訟の語求原因

に相当性が一定程度ある限り，被告役員側の利益はほとんど考慮されない

ものと思われる。ただ，代表訴訟の請求原因が根拠に乏しし被告役員や

会社自体が迷惑を蒙るだけの場合にはヲ株主権濫用の客観的要件は具備さ

れることになろう 64-2)。

「純然たる個人的な利益を追求する取51き手段としてなされている

ものJ (長崎銀行事件一審判決)ならばともかく I専ら片倉工業の取締役

64)三井鉱山事件一審判決では，原告株主の売名目的のみが問題とされたが，

控訴審では，この考え方は否定されている(本章第一節 1を参照)。

64-2)伊藤教授は i濫用とされるのは，明らかに勝訴克込みがない場合に限ら

れるべきである。J と述べている O 伊藤異「代表訴訟と民事訴訟」柏木昇編

『日本の企業と法j (1996) 44頁。
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らを困惑させる目的のみで本件訴訟を提起したものと認めることはできな

いJ (片倉工業事件一審判決)場合には，株主権濫用の抗弁を認めていない

のである。

つまり，片倉工業事件では，被告役員側に自己株式取得という明確な商

法違反行為の疑いがあったため，原告の悪性という主観的容態が呉儀され

ていても，株主権濫用の抗弁が認められなかったと思われる O 他方ラ長崎

銀行事件では，主観的容態が具備されておりヲかつ，原告の請求涼図が根

拠に乏しいものであったがためラ初めて株主権濫用の抗弁が認められたも

のと考えられる O

以上のように，株主権濫用の抗弁が認められるにはラ原告の悪性の立証

じ原告主張内容が失当であることの立証の両者を行え いないとい

うことになる 65)問。

65)株主の帳簿閲覧権行使を拒否できる例外事例を定める商法条の 7が参

になろう O そこでは，株主権の確保@行使に関する調査目的でない場合(1 

号前段入会社業務の運営や株主共同の利益を害する自的の;場合(1号後段)， 

競業者からの請求の場合(2号)，関覧情報の通報により利益を得る目的の

場合(3号)，には閲覧を拒否できるとされている O

l号前段はまさに株主権濫用における客観的要件でありヲ l号後段は主観

的要件であると言えよっ。此 2号以下の事由はヲ 1号のー殻的基準の具体

的結呂的な適用を規定したものにすぎないと解されている O 鈴木，前注61)

254頁参照。

66)株主代表訴訟提訴権と同様に単独株主権で、ある株主名趨間意謄再確につい

ても，権利濫用に関する特例がいくつかある O

株主権濫用における客観的要情二に関する判例としてはヲ例えばラ古河電工

事件がある。この事件ではラ閲覧謄写請求の自的が株主の権利行使とは関係

のないヲ名簿E遺書館他に有償で提供すること等にあるとして，権利濫用の抗

弁を認めた(東京地裁昭和的年 7月14日判決判例時報号118頁。東京高

裁昭和62年目月30日判決判例時報1262号127頁)0 

また，政治目的のために箆覧請求がなされたとしてラ権利濫用を認めた

例もある(リクルートコスモス事件。東京高裁平成元年 7月四日決定判例時

報1321号156頁)。

株主権濫用における主観的要件に関する判例としてはヲ例えばヲ愛知銀行

( I日中央相互銀行)事件では，株主名簿時覧謄写譜求が i不当な意図・目

的によるものであるなど，その権利を濫用するものと認められる場合には，
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不当提訴に対する損害賠償請求

これまで，株主代表訴訟における担保提供申立てや株主権濫用の抗弁を

検討してきたがラこうした王張が認められた場合に，さらに進んで、，被告

役員傑が原告株主に対してヲ不当提訴に基づく損害賠償を請求できるか否

かが，本稿の検討課題である O

そこで，まず，一殻に不当提訴に対する損害賠鑓請求がどう取り扱われ

ているかを本章で概観したうえで，次章で株主代表訴訟での適応について

論じることとする O

第一節

一般に，

当 彊寄贈韻請求

または過失による不当提訴が不法行為を構成して損害賠償

請求の対象となる可能J[生があることは，従来からの判f~tl67) .学説州である O

問題は前訴(不当提訴と主張されている訴訟提起)が不法行為となる場合

の要件であワラこれをめぐって判例は培われてきた。

その中でも なのがラ最高裁昭和63年判決である問。この事件ではラ不

会社は株主の請求を拒給することができる」として権利濫用の抗弁を認めた

(最高裁平成 2年 4月17日判決判官u時報l380号136頁L
また，長崎銀行(l日長崎相互銀行)事件では I株主名簿を利用して専ら会

社あるいは取締役個人の信用を失墜させるため，取締役の責託追及に名を借

りて宣伝活動を行つ手段として行使されることも十分あり得るところであ

りラこのような不正な目的が認められ，あるいは正当な自的を有するとして

も，その言論活動の方法に行き過ぎがありヲ会社や取締役個人の信用致損の

おそれが看過できないような場合においては，株主名簿の閲覧請求権の行使

は権利の濫用として排斥すべきであるJとして，権利濫用の抗弁を認めた(長

崎地裁昭和63年 6月28日判決判例時報1298号145頁)0 

67)大審説昭和18年11月2日判決民集22巻1179見最高裁昭和63年 1月26日判

決民集42巻 1号 1頁判例時報1281号91頁。

68)幾代通『不法行為JJ (1977) 79頁，四宮和夫『不法行為JJ (1985) 346頁0

69)最高裁昭和63年 1月26日判決・前掲注50参照。

出，原審(東京高裁昭和59年10月29日判決)では，不当提訴に基づく損

賠償請求を認容していたが，最高裁で請求棄却となった。
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当提訴に対する損害賠償請求は認められなかったが，次のように一般論を

述べている。

「民事訴訟を提起した者が敗訴の確定判決を受けた場合においてラ右訴

えの提起が相手方に対する違法な行為といえるのは，当該訴訟において提

訴者の主張した権利又は法律関係が事実的，法律的根拠を欠くものである

うえ，提訴者が，そのことを知りながら又は通常人であれば容易にそのこ

とを知りえたといえるのにあえて訴えを提起したなど，訴えの提起が裁判

制度の趣旨呂的に照らして著しく相当性を欠くと認められるときに限られ

るJ と述べて，損害賠償請求の要件を示した。

即ちラー殻的要件としては，提訴が「裁判制度の趣旨呂的に照らして

しく栢当性を欠くと認められる」ことである O そしてラその一例が I提訴

の主張した権利又は法律関係が事実的ラ法律的根拠を欠くものであるう

ん提訴者が，そのことを知りながら又は通常人であれば容易にそのこと

を知りえたといえるのにあえて訴えを提起した」場合であるとした。

この判決はその後も踏襲されラ信販会社から債務者連帯保証人に対する

立替金請求の前訴川，移転登記手続請求訴訟の前訴71) わ

借権譲受人に対する横領や賃借権侵害との前訴7へ信販会社から債務者に

対する立替金請求の前訴や給与差押え汽解決済の事件についての多数回

にわたる民事訴訟提起や刑事告訴は)ラ成立していない売買契約に基づく売

買代金請求訴訟の提起74ーへを不当提訴等とする損害賠償請求が認められ

ている。

これらの認容例はヲ不当提訴者の悪意や故意を認めたものと引重過失を

70)仙台高裁平成元年 2月27日判決判例時報1317号85頁。
71)東京地裁平成 2年3月30日判決判例タイム
72)東京高裁平成 2年7月四日判決判例時報1359号61バ 0

平成元年 8月28日判決)は，反対に請求を棄却していた。
73)広島地裁平成 2年同月 8日判決判例時報1369号 o

74)東京地裁平成 2年12月25日判決判例時報1379号

O 

74-2)名古屋地裁平成 7年目月21臼判決判例時報号126頁。

(東京地裁

75)東京高裁平成 2年7月18日判決・前掲注72ラ東京地裁平成 2年12月25日判
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認めたもの吋)とに分けることができる O もとより，不法行為の主観的要件は

過失でもよいとされているがヲ不当提訴を不法行為とする損害賠償請求に

おいてはヲ「不当提訴者J の裁判を受ける権利との均衡 (f裁判制度の趣

目的に照らしてJ77))も顧慮する必要があり，単なる過失では不当提訴と認

定しにくいのも当然と言えよう。

第ニ皇宮 る

株主代表訴訟(前訴)の提起自体を不当訴訟として，損害賠償請求を行

った事例がある。 1C事件である明。

前訴U:，前訴被告役員が会社 (A1 C) にヲ回収見込みの薄い貸付を別

会社(富士電工)に行わせたことに対して，前訴原告株主が代表訴訟を提

起するとともにヲ仮差押えを申請しヲ前訴被告役員の役員報酬等に対して

仮差押えの執行を行ったものである O 札前訴原告株主は当該企業グルー

プの也会社( )の役員でありヲ G も問時に 1Cと共に

工に協調融資を行っており，前訴原告株主は G 取締役会での協調融資

の承認決議に加わっている。

結局9 貸付先は

はなくて救済であ

前訴被告役員側がラ

グループ内の別会社でありラ貸付自的は投資で

からヲ株主代表訴訟は棄却された。そこで，

よび仮差押えに対してヲ不法行為に基づく損

賠償請求を行ったのが本件訴訟である O

決 e 前掲注74，名古屋地裁平成 7年11月21日判決・前注参照。 f札東京地裁
平成 2年12月25日の判決は「訴権の濫用」も認定している O

76)仙台高裁平成元年 2月27日判決@前掲注70，東京地裁平成2年3月30日判

決@詰lij掲注54，広島地裁平成 2年10月8日判決@前掲注73参照。但し，判決

理由では必ずしも「重大な過失」という表現はなされていない。

77)最高裁昭和む年 l月26日判決・前掲注67参照。

78)東京地裁平成 2年5月25日判決判例時報1383号139頁。尚ラ rA 1 CJとは，赤

坂投資コンサルコント株式会社の略称である。

九前訴(-株主代表訴訟)の判決は，東京地裁昭和む年10月30日判決・

判例タイムズ654号231頁参照。
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判決はラまずヲ不当提訴に対する損害賠償請求の要件として次のように

述べた。「訴えの提起等が不法行為としての違法性を帯びるのはヲその語求

が事実的・法律的根拠を欠き，そのことについて知りまたは知りうべきで

あるのにあえて，訴えを提起する等訴えの提起等が裁判制度の趣旨呂的に

照らして著しく栢当性を欠く場合であることを要するものであるJ。このよ

うにラ前節でみた昭和63年最高裁判決の考え方が，不当な株主代表訴訟提

起に対する損害賠償請求でもヲやはり踏襲されている。

そして，次のょっに事実内容を検討したつえで9 本判決は損害賠償請求

を棄却した。

「本件訴訟提起の主たる目的が，本来の目的からいささか外れているの

ではないかとの疑いは払拭しがたいがラ被告において訴権の濫用に当たる

ような目的のみに出たものとまでは断定できずラ本件訴訟が… 1Cのた

めにAICに代わって提起されたいわゆる代表訴訟であり，かっラ…商法

の解釈上原告らに取締役としての忠実義務に違反する点があると評価する

余地がないとまでは言えない以上，いずれにせよ本件訴訟の提起が裁判制

度の趣旨自的に照らして著しく栢当性を欠くものとまでは言えないもので

あるoJ

つまり，判決理由を整理するとヲ

① 訴権準用目的のみに出た提訴ではなかった。

② 自己の利益のための訴訟ではなくて，代表訴訟である O

③ 結果的に請求棄却とはなっているが，提訴理由が根拠に欠けるもの

ではなかった。

という事情を勘案してヲ不当訴訟とは言えないとしたものである O

上記①と③の理由を前提とするとヲ請求原因が根拠に欠けるものやラ訴

権j監用自的のみに出た提訴であることが，株主代表訴訟を不当提訴とする

損害賠償請求の必要条件でおあることになる O これはヲ前節でみた不当提訴

に対する損害賠償請求の判例傾向に附合するものである O

ところで， AIC事件では，さらに上記②の事i志郎ち手代表訴訟(repre-
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sentative suit， deriva討vesuit)の本来的性格が問題とされている。株主

代表訴訟は，代位訴訟的性格(会社が会社の機関に対して有する権利を株

主が代位行使する性格)と，代表訴訟的性格(提訴する株主が株主全員の

権利を代表して責任追及する性格)とを有しているがヲ原告株主自身は株

主代表訴訟によって直接の利益を享受する訳ではない(会社が利益を享受

することによってラ間接的@反射的な利益が及ぶにすぎない)0 そのためヲ

原告株主の濫訴意関(上記①の事情)は否定されやすいのである O この点

は，悪意、の株主代表訴訟を不当提訴として損害賠償請求する際にはヲ充分

に留意すべきことである O

第四章 不当な株主代表訴訟提起に対する損害賠鑓請求

株主代表訴訟の提起を不当提訴とする損害賠償請求が本稿の主題であワヲ

前章までに，株主代表訴訟における担保提供制度(第一章)，株主権濫用の

抗弁(第二章入不当提訴に対する損害賠領請求(第三章)についてラそれ

ぞれ検討してきた。

いよいよ では，不当提訴に対する損害賠償請求の成立要件乙担保

提供申立てや株主権濫用の抗弁の成立要件との理論的関連性を検討したう

えで(第一節)，不当な株主代表訴訟提起に対する損害賠償請求の可否の具

体的検討を行う(第二節)。

第一範 強{築課供輔農や株主権濫用との理論的関部

仁王制捜部成立要件

まず，これまでに検討したそれぞれの成立要件を順に振り返ることにす

るO

(1) 株主代表訴訟を不当提訴とする損害賠償請求の要件

根拠条文は民法の不法行為(民法709条)であるので，故意@過失が一般

的要件となるが，裁判を受ける権利との均衡から r裁判制度の趣旨目的に

照らして著しく相当牲を欠く J ことを損害賠償請求の要件とするのが最高
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裁判例である河)。

そして，その具体的適用例である下級審判例はヲ次の二つの類型に分け

られる O

C 1 α〕議求原因が事実的@法律的根拠を欠きヲかつ，そのことにつ

いて故意または(重)過失で提訴した行為80)

C 1 -β〕請求原因が事実的@法律的根拠を欠き81かつ，悪意の加害

目的で提訴した行為(訴権の準用にもあたる場合) 82) 

尚，上記 C1 -β〕の類型はヲ代表訴訟という性格自体のためヲこの類型

に該当することの立誌は困難であるがラいざヲこの類型に該当するとなる

とラ悪意、の加害呂的の提訴であるため損害賠償請求は認容されやすいヲ と

えよう。

(2) 株主代表訴訟における担保提供申立ての要件

根拠条文は商法267条 8項(→商法106条 2項)でありラ が要件と

なっている。この γ悪意Jについては r虫色の自 によると次の二つの

類型に分けられる。

C 2-α〕担保目的からのアブローチ(不当訴訟の類型)

79)昭和63年 l月26日判決・前掲詮50参照。

80)株主代表訴訟の事例ではないがラ認容例として，佑台高裁平成元年 2月27

日判決・前掲注7仏東京地裁平成 2年 3月30日@前掲投71，東京高裁平成 2

年 7月18日判決・前掲注72，広島地裁平成 2年間月 8呂判決・前掲注73を参
日召"、、。

81)株主代表訴訟においてはヲ請求原菌が事実的 e法律的根拠を欠かなくともヲ

純個人的利益のための提訴のような場合には，不法行為を形成ることがある

との指摘もある。小林:原・前掲注37)39頁参照。

82)株主代表訴訟の事例ではないが，認容例としてヲ東京地裁平成 2年12月25

日判決・前掲詮74を参照。
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請求原由が事実的。法律的根拠を欠き，かつ，そのことに

ついて故意(または過失)で提訴した行為83)

C 2 -凶器u度自的からのアプローチ(不法不当な提訴自的の類型)

株主代表訴訟を手段として，不法不当な利益を得る目的で

提訴した行為84)

(3) 株主代表訴訟提起が株主権濫用となる要件

根拠条文は民法 1条 3項であり，権利の濫用が要件となっている O 但し，

権利濫用でもヲ株主権の濫用については次のことが要件となっている。

C 3 J原告に

かっヲ

上正樹護

目的や自己の名声。経済的利益)が存在しヲ

主張内容が妥当性に欠ける提訴行為85)

関連性

こうして振り返った三制度の成立要件を比較するとヲ株主代表訴訟にお

ける担保提供制度や株主権濫用の要件じ株主代表訴訟を不当提訴とする

損害賠償請求の要件とはヲ内容的に関連づけられていることが分かる(も

ちろん，株主代表訴訟における担保提供制度は，株主代表訴訟を不当提訴

(不法行為)とする損害賠償請求の担保であるからラ担保提供制度と損害

賠償請求とは当然，理論的にはリンクしている筈である)。

即ち， C 2 -α〕という担保提供制度の要件が充たされれば， C 1 -α〕と

いう損害賠償請求の要件も充たされることになる O また， C 2ーがという

83) 蛇の自ミシン工業A/B事件・前掲注07~11，東海銀行 /B事件@前掲

注13~15，三愛事件・前掲注目~17，中村屋事件・前掲注20，三井物産事件・

前掲注21~23， ミネベア事件・前掲注26を参照。

84) 中部電力事件・前掲注目参照。

85) 長崎銀行事件・前掲注58参照。
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担保提供制度の要件や， C 3 Jという株主権濫用の要件が充たされれば，

C 1 -β〕という損害賠償請求の要件も充たされることになる問。

そしてヲこの三制度の成立要件の関係を図に表すと〔図 2Jのようにな

ろう O

(1]= (2) 

( 3 ) 

題 2 王制震の成立要件の開館

( 1) :株主代表訴訟を不当提訴と

する損害賠償請求の要件

( 2) :株主代表訴訟における担保

提供申立ての要件

( 3) :株主代表訴訟提起が株主権

j監用となる要件

このように，担保提供制度や株主権滋用が不当提訴の損害賠償請求と関

連づけられているとすると，担保提供申立てや株王権濫用の抗弁の帰趨い

かんをもってヲ不当提訴の損害賠償請求の見込みを検討すればよいことに

なる O 次節では，この考え方を用いてラ株主代表訴訟をいくつかの類型に

分けて，損害賠償請求の可否を検討することにする O

第ニ範 損害賠偶語求

株主代表訴訟の提起を不当提訴とする摂 担保提供制度や

株主権濫用の抗弁と理論的に していることが分かったのでラ次にラ実

i禁の株主代表訴訟を類型化したうえでラ不当提訴に

可能かどうかを検討することにする O 類型化は，

く損害賠償詰求が

て事件の帰

86)小林教授・原教授も， C 2 -β〕や C3 Jの要件をラ(1β〕という損害賠

償請求の要件に結びつけている。尚 I前者(=権科濫用による訴えの却下)

にらる救済は認められないとしてもヲ後者(ニニ不法行為による損害賠償)に

よる救済は認められるといった取り扱いがなされることもあり得ょう oJ (括

弧内は筆者)との指摘は示唆に富んでいる O 小林-J京@前掲注37)39頁参照。

またヲ中村直人弁護士はヲ権利濫用により担保提供の認められる範囲の方

が広いと述べている。中村寵人「株主代表訴訟における担保提供の意義」商

事法務1340号 (1993)21凡 O
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趨と，株主代表訴訟本案の帰趨とを判別基準とする((表 3J参照)。

上不当強訴iニ基づく損害鰭鑓藷求が盟難と君、われる類型

〔表 3J の類型 ~Cは，不当提訴に基づく損害賠償請求が考えにくい

類型である。即ち，類型Aはヲ本案について請求認容判決がなされたケー

スであるのでペ不当提訴との主張は菌難である O

表 3 鑓鐸捷鍛申立てと本案。j!場趨による類型化

組保提供申立て

担保提供申立てあり 担保提供

担保提供決定 申立却下決定 申立てなし

， 
， 

， 

類型A 類型A言宵)Jえそす
， 

代 ， 
， 

訴えの敦下げ 類型II 類型B 類型E
表

担保提供しないための却下判決 類型II ~ ~ 
言洋

請求棄却判決 類型III 類型C 類型 I
， 

民去
， 

株主権法用による請求却下判決
， 

類型IV類型IV
， 

， 
， 

， 
， 

注:斜線(実穂)部分は，論理的にあり得ない類型。

斜線(点線)部分はヲ実際にははとんどあり得ないと思われる類型。

87)担保提供申立てをせずに請求認容となった事例としては，三井鉱山事件・

前掲詮52~ (但しヲ株主権準用の抗弁あり)，片倉工業事件ー前掲注

55~56 (位し株主権濫用の抗弁あり)，土生電気鉄道A事件・高松高裁平成

2年 4月11日判決判例時報1263号43頁， 日本サンライズ事件・東京地裁平成

5年 9月21日判決資料版商事法務115号140頁，間組事件・東京地裁平成s年

12月22日判決別冊商事法務175号463頁，石油海運事件・札幌地裁小樽支部判

決平成 7年 1月24日判決別冊商事法務175号469頁(但し控訴審の札幌高裁

平成 8年 4月23日判決で請求棄却となった)，東京都観光汽船事件・東京地

裁平成 7年10月26日判決・前掲注57， 日本航空電子工業事件 a 東京地裁平成

8年 6月初日判決がある O

尚，担保提供申立てが却下となり，本案も請求認容判決が下りた事例はい

まだ見当たらない。伊予銀行事件(前掲注24参照)やサイボ一事件(前掲注25，

25-2参損)では，担保提供申立てが地裁と高裁で却下きれたが，本案判決に

は至っていない。
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またラ類型Bはラ担保提供決定がなされる前に円あるいは，担保提供申

立てをせずに，原告株王が訴えを取り下げたケースである O この場合は種々

のケースがあり得るので，不当提訴に基づく損害賠償請求が可龍か否かは，

一律には判断できない。

そして，類型Cは，担保提供申立ては却下となったもののラ本案の株主

の損害賠償請求も請求棄却となったケースである問。この場合，担保提供申

立てが却下となっているのでラたとえ本案が詰求棄却となっても，不当提

訴の損害賠償請求は困難で、あると思われる O

上本車提訴iニ基づく損害賠鵠鵠求の可能性が

これに対してヲ〔表 3Jの類型 1~IVは，不当提訴に く損害賠償請求

が一応は考えられる類型である o tJ、下ヲ類型別に検討する O

まずラ類型 Iはヲ担保提供の申立てをしなかったがラ代表訴訟本案が請

求棄却判決で終了したケースである O この場合にヲ不当提訴の損害賠償請

求が認められるか否かはラ事案の内容次第である問。

次に， 類型は9 担保提供決定のみで終結したケースである O 被告役員

側の担保提供申立てが認められるとラ原告株主が担保提供をせずにヲ代表

訴訟が却下判決で終わることが多い91)。あるいは9 担保提供決定が下りたの

で，原告株主が訴えを取り下げることもあろう 92)。またヲ類型はラ担保提供

決定が下りたので原告株主が担保を提供して訴訟を継続したが，やはり代

表訴訟本案も請求棄却判決(または却下判決)で被告役員側が勝訴したケ

ースである 93)。

この類型II. の場合ラ担保提供申立て

88) 日本杭空事件(平成 6年 5月31日提訴)がそうである 0

89)前掲注87の「尚」以下を参照。

に本案の内

90) 1 C事件では，株主代表訴訟の被告役員舗が，株主代表訴訟が請求棄却

で終結した後に，不当提訴に基づく損害賠慎詰求を行ったが，裁判所は認め

なかった。前掲注78参照。

91)東海銀行A事件・前掲表 lラ三井物産事件・前掲表 Iを参照0

92)三愛事件・前掲表 lを参照。
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容に踏み込んで、いる実態に鑑みると，不当提訴に基づく損害賠積請求は認

められやすいと言えよう。なぜなら，担保提供決定の要件が不当提訴の損

害賠償請求の要件にリンクしているからである(前節参照)。

尚，類型立と類型を比較すると，類型よりも類型の方が，より不

提訴に基づく損害賠償請求が認められ易いと言えよう。株主代表訴訟の

請求原因が事実的@法律的根拠を欠いていることが，本案の請求棄却判決

て、、確定しているためである O

そして，類型 ti，被告役員の株主権濫用の抗弁が認められてヲ代表訴

訟が却下されるケースである判。この場合，株王権濫用の抗弁の審理が実質

的に本案の内容に踏み込んでいる実態に鑑みると，不当提訴に基づく拐、

は認められやすいと言えよう O なぜならヲ株主権濫用の抗弁の要

件が不 要件にリンクしているからである(前節参

照)。

以上のようにヲ不当提訴に基づく損害賠償請求が認められやすいと雷え

るのはヲ類型~である o .t!pち，担保提供決定がなされ，かつ，株主代

表訴訟本案で請求認容判決が下りなかった場合ラ もしくはヲ株主権濫用の

抗弁が認められて株主代表訴訟本案が請求却下になった場合である O

したがってラこうした事例では，勝訴した被告役員側はヲ株主代表訴訟

を不当提訴とする損害賠領請求を検討してみる価値があることになると

えよう O

勝訴した被告役員個人にしてみればヲ支出した多大な弁護士費用を回収

できることになるかもしれない問。また，被告役員個人の精神的損害の賠積

として，慰謝料を詰求できるかもしれない96)mo

他方ヲ社会全体にしてみれば9 将来の不当提訴を抑止する一般的な効果

も期待できるかもしれないのである州問。

93) こうした事関は未だ存在しないようである O 蛇の目ミシン工業A事件では，

担保提供決定が確定し原告株主が担保 (60百万円)を提供し本案審理が

東京地裁で係属中である。
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94)長崎銀行事件・前掲注58を参照。

95)被告役員が会社役員賠償責任保険 (D&O保険)を付保しておりヲ保険者

が株主代表訴訟の防御弁護士費用を争訟費用保険金として填補した場合，保

険代位を一応は検討してみるべきであろう O

即ち，争訟費用保険金は，不当提訴により支出せざるを得なくなった防御

弁護士費用という被保検者の実損害を填補するものであるから，不当提訴に

対する被保険者の損害賠償請求権は保険代位(請求権代位)の対象になる(同

じ費用保険金でも，火災保険や動産総合保険における臨時費用保険金のよう

に，実損を填補するものではない保険填補は，保険代位の対象とはならな

また，現実に株主代表訴訟の防御に要する弁護士費用は，相当な額になる

と思われる O したがって，保険者としてはヲ保険代位による原告株主に対す

る損害賠償請求を検討する余地があると言えよう。

もし不当提訴に対する損害賂償請求でラ防御弁護士費用(争訟費用保険

金)を一部でも回収することができれば，単に保践者のi反主主に寄与するのみ

ならず，長期的にはヲ会社役員賠償責任保険の保険料率の抑制にも繋がるこ

ともあり得ょう O

96)不当提訴に対する損害賠償請求の担保となっている担保提供制度はヲ役員

個人の慰謝料の担保でもあることが明言されている事例もある o1JUえば，東

海銀行A事件 e 名古屋高裁決定では，まず1"担保の額は，将来ヲ抗告人が

相手方に対して損害賠償請求訴訟を提起した場合に認容される可能性のあ

る損害額を基準として定められるべきものであると解する」と述べた。そし

て，役員個人の時間費消や信用@名誉を傷つけられた精神的苦痛の部分とし

て 3百万円が担保として決定された(他にヲ弁護士の着手金@報酬や訴訟

関係実費として 5百万円が決定されラ合計 8百万円になっている)。

97)株主代表訴訟における担保提供決定額の実勢はラ被告役員 l名。 l争点あ

たり 3~10百万円であることは前述のとおりだが(前掲〔表 2 Jおよび注06

参照)，これはラ他の会社訴訟における担保決定額(1 ~ 5百万円)よりは

やや高くなっている O

これはヲ会社訴訟における担保ではラ王に弁護士費用と公告費用が会社の

損害と考えられるのに対し，株主代表訴訟における担保ではラ弁護士費用の

他ヲ役員個人の慰謝料等も役員の損害して考えられるからであろう O

因みに，他の会社訴訟における担保提供決定額はラ福岡高裁昭和47年11月

7 B決定判例タイムズ289号219頁(弁護士費用万円が認められた)ヲ東京

地裁昭和53年 7月比日判決 e 前掲注34(山崎製パン事件。弁護士費用100万

円と公告費用16万円の合計116万円が認められた)，東京地裁昭和62年11月27

日決定・前掲注34(三越事件。弁護士費用品。万円(本案で上告審まで、争わ
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れると想定して決定している)と訴訟関係雑費30万円と公告費用25万円弱の

合計505万円弱が認められた)，仙台地裁平成 3年12月訪日決定・前掲注34(七

十七銀行事件。弁護士費用500万円と公告費用46万円弱と訴訟関係雑費30万

円の合計576万円弱が認められた)，東京地裁平成 5年 3月24日決定・前掲注

34 (東京瓦新事件。弁護士費用300万円と公告費用24万円強と訴訟関係雑費

30万円の合計354万円強が認めれた)となっている O

九会社訴訟における抜保提供額は，裁判所が自由裁量によって決定する

(民訴117条が民訴110条 2項 (r被告庁、各審ニ於テ支出スベキ費用ノ:総額ヲ

標準トシテ之ヲ定ムJ)を準用していないため)。但し，この自由裁量にあた

っては，被担保領権と訴訟の見通しを考慮しながら決定することになる O

98) 当然のことながら，不当提訴に対してのみならず，株主代表訴訟の提訴全

体に対して，相当程度の提訴抑制効果が及ぶょっなことがあってはならな

し"0
9ヲ)本稿はヲ単に筆者の私的見解を述べたものでありラ筆者の属する会社や業

界の意見とは全く関係がありません。

は東京海上火災保険株式会社勤務)




